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平成３０年度 

 さぬき市一般会計及び特別会計当初予算の概要 

 

１ さぬき市一般会計当初予算 

 

本市の財政状況は、財政健全化法に規定する健全化判断指標である実質公債費比率が、

12.9％（前年度比 0.6％減）となり、将来負担比率も、マイナス 41.9％（前年度比 16.6％

減）となるなど、財政健全化策に沿った種々の取組によって一定の成果が現れてきてい

るものの、平成 28 年度決算では、経常的経費総額は、前年度とほぼ同額となっているが、

歳入で普通交付税や地方税、地方消費税交付金が減額となっており、歳入全体に係る経

常一般財源等が減額となったことにより、財政構造の硬直化を示す経常収支比率は

92.7％と依然として高い水準にあり、財政健全化は未だ道半ばの状況にあります。 

また、今後の財政の見通しとしては、歳入面では、普通交付税の特例措置が終了した

ことや人口減少に伴う減額を見込んでいるほか、市税の減収も想定しており、一般財源

の減少は避けられない状況となっています。歳出面では、分庁舎の整備や統合小学校の

整備等に伴う公債費負担の増大に加えて、少子高齢化の進行に伴う社会保障関係経費の

増加、老朽化が進む施設の維持補修費の増嵩なども予測されることから、財政状況の悪

化がより現実的な問題となってきております。 

平成 30 年度一般会計予算編成においては、政策・特別経費等の事前査定を踏まえた時

点で一般財源に多額の不足が生じていたため、財政調整基金の取り崩しと臨時財政対策

債の発行により、当面の収支均衡を図らざるを得ない状況となりました。さらに、今後

10 年間の財政収支見込みを策定した結果、近い将来に基金が枯渇することが予測される

ことから、重要施策の選択と集中をより徹底させるとともに、義務的経費も含め、経常

経費全般の縮減に向けた抜本的な取組が急務となっています。 

こうした状況の中、財政健全化策の着実な実施はもちろんのこと、地方の活性化と人

口減少対策、公共施設の再編など、さまざまな課題に対し、的確な対応を図りながら、

改革の歩みをさらに加速させていく必要があります。 

予算編成にあたっては、平成 27 年度からスタートしている第２次総合計画の前期基本

計画に掲げた６つの基本目標との整合性を保ちつつ、将来にわたって自立的、安定的な

行財政運営への転換を図ることができるよう配慮した予算としました。 

この第２次総合計画前期基本計画では、「自然豊かで人いきいき 笑顔あふれて快適に 

みんなで暮らす ふるさとさぬき」を将来像として、①活力にあふれ、いきいきと暮ら

せるまち、②安全、安心、快適に暮らせるまち、③健全な心身と思いやりを育むまち、

④学ぶ意欲と豊かな心を育むまち、⑤人と地球にやさしいまち、⑥市民協働による、持

続可能な自主自律のまち、を基本目標とし、それぞれの魅力あふれる「まち」の実現を

目指しています。 
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平成 30 年度さぬき市一般会計歳入歳出予算の総額は、24,160,000 千円、前年度に比

べて 3,640,000 千円（13.1％）の大幅な減額となりました。主な要因は、減額分として

は、分庁舎整備費で 1,084,439 千円、統合小学校整備費で 882,146 千円、大川広域消防

庁舎等整備事業費負担金で 643,691 千円、認定こども園整備費で 534,372 千円、社会体

育施設整備費で 494,904 千円などがあり、増額分としては、認定こども園等施設型給付

費で 119,751 千円、大川広域養護老人ホーム整備事業費負担金 113,906 千円、文化団体

支援費で 88,799 千円、生活保護扶助費で 37,972 千円、水防活動支援費で 31,862 千円な

どとなっています。 

歳入では、市税が固定資産税の減収などにより全体で、187,530 千円（3.5％）の減と

なります。地方交付税は、前年度同額としたものの、普通建設事業の減などにより国庫

支出金が 196,309 千円（8.1％）、市債が 3,969,300 千円（65.4％）減となったことなど

から、財政調整基金から 1,700,000 千円繰り入れ、臨時財政対策債を 700,000 千円発行

して財源調整を行ったことにより、一般財源総額は 16,605,312 千円で前年度より

435,460 千円の増となっています。 

市債は、大川広域養護老人ホーム整備事業債で 53,600 千円など増額となる一方、庁舎

整備事業債で 1,115,800 千円、小学校建設事業債で 708,700 千円、認定こども園整備事

業債で 479,100 千円、大川広域消防施設整備事業債で 592,800 千円、体育館整備事業債

で 450,500 千円など減額となるため、前年度に比べて、3,969,300 千円（65.4％）の減

となっています。 

歳出のうち、人件費は、期末勤勉手当の支給月数の引き上げにより増額となったこと

や、職員構成の変動（香川県広域水道企業団への派遣）等により増額となったことで

198,668 千円（5.7％）の増、扶助費は、認定こども園の施設型給付費の増加などにより

182,214 千円（5.0％）の増となっています。公債費は、定時償還元金が増加し 132,253

千円（4.1％）増となり、義務的経費全体では、513,135 千円（5.0％）増の 10,867,275

千円となっています。 

投資的経費については、分庁舎整備事業、統合小学校整備事業、認定こども園整備事

業、社会体育施設整備事業などにより全体で 3,502,607 千円（57.9％）の減となってい

ます。 

今後は、選択と集中によって財政健全化策に沿った取組をさらに加速させるとともに、

平成 27 年 10 月に策定した「さぬき市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、創

生と好循環の確立に向けた取組を推進していきます。 

 



 - 3 - 

(１) 歳 入 

 

 歳入の目的別予算額、構成比及び増減率は、添付資料「第１表」のとおりとなっていま

す。構成比では、地方交付税が 31.9％（7,700,000 千円、増減なし）と最も高く、次に市

税 21.5％（5,186,910 千円、3.5％減）、繰入金が 9.3％（2,246,367 千円、49.3％増）の

順となっています。 

 

市  税 

市税は、財政運営の上で最も重要な自主財源ですが、本年度は前年度より 187,530 千円

（3.5％）減の5,186,910千円となっており、市税の当初予算計上額は2年連続の減少となっ

ています。 

内訳は、市民税 2,464,850 千円（個人 1,959,900 千円、法人 504,950 千円）、固定資産

税 2,273,560 千円、軽自動車税 173,500 千円、たばこ税 275,000 千円となっています。 

個人市民税は、対前年度比 0.5％の減、法人市民税は、対前年度比 7.2％の減、固定資産

税は、対前年度比 4.5％の減、軽自動車税は、対前年度比 4.0％の増、たばこ税は、対前年

度比 12.1％の減となる見込みです。 

 

地方譲与税等 

 地方譲与税として、地方揮発油譲与税 63,000 千円と自動車重量譲与税 150,000 千円、合

わせて 213,000 千円を計上しています。 

交付金では、利子割交付金 12,000 千円、配当割交付金 30,000 千円、株式等譲渡所得割

交付金 20,000 千円、地方消費税交付金 850,000 千円、ゴルフ場利用税交付金 35,000 千円、

自動車取得税交付金 50,000 千円、地方特例交付金 17,000 千円及び交通安全対策特別交付

金 11,000 千円、合わせて 1,025,000 千円を計上しています。地方消費税交付金及び自動車

取得税交付金が、国からの配分増が見込まれることから、交付金全体では、55,000 千円

（5.7％）の増となっています。 

なお、地方消費税交付金のうち消費税率引上げに伴い、社会保障財源化分として交付さ

れる 350,000 千円については、添付資料「第６表」のとおり、障害者自立支援給付費など

の社会保障施策に要する経費に充てることとしています。 

 

地方交付税 

普通交付税 7,100,000 千円、特別交付税 600,000 千円、合わせて 7,700,000 千円を計上

し、普通交付税、特別交付税ともに、前年度と同額を計上しています。 

 

分担金及び負担金 

 特定の事業に要する経費に充てるため、当該事業の受益者からその受益の範囲内で負担
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していただくものであり、分担金 16,257 千円、負担金 409,448 千円、合わせて 425,705

千円を計上しています。保育利用料、給食費負担金の減などにより、前年度比 71,130 千円

の減額となっています。 

主なものは、分担金では、農業費分担金 16,256 千円、負担金では、保育利用料等の児童

福祉費負担金166,863千円、給食費負担金を含む保健体育費負担金202,707千円などです。 

 

使用料及び手数料 

 施設等の使用や特定の行政事務によって利益を受ける方に負担していただくものであり、

使用料 248,610 千円、手数料 147,045 千円、合わせて 395,655 千円を計上しています。幼

稚園の授業料の減などにより、前年度比 19,724 千円の減額となっています。 

 主なものは、使用料では、住宅使用料 110,650 千円、放課後児童クラブ使用料 35,193

千円、葬斎場使用料 13,597 千円、幼稚園使用料 23,617 千円など、手数料では、戸籍住民

基本台帳手数料 23,558 千円、塵芥し尿収集手数料 110,220 千円などとなっています。 

 

国県支出金 

 特定の事務、事業に充てるため国及び県から交付されるものであり、国庫支出金は、

196,309 千円（8.1％）減の 2,236,856 千円、県支出金は、18,527 千円（1.2％）増の 1,509,149

千円を計上しています。 

主なものは、国庫支出金では、障害者自立支援給付費負担金等を含む社会福祉費負担金

が 558,014 千円、私立保育所運営費負担金等を含む児童福祉費負担金 263,073 千円、児童

手当負担金 442,907 千円、生活保護費負担金 409,211 千円、認定こども園施設整備交付金

を含む民生費国庫補助金 251,211 千円、社会資本整備総合交付金としての土木費国庫補助

金 94,198 千円などです。 

また、県支出金では、社会福祉費負担金 276,415 千円、後期高齢者医療保険基盤安定拠

出金 144,732 千円、児童福祉費負担金 143,479 千円、児童手当負担金 98,286 千円、国民健

康保険基盤安定負担金 171,530 千円のほか、社会福祉費補助金 74,205 千円、子ども・子育

て支援交付金を含む児童福祉費補助金 138,537 千円、農林水産業費補助金 205,106 千円、

県民税徴収委託金 75,000 千円などとなっています。 

 

財 産 収 入 

財産貸付収入 17,820 千円、利子及び配当金 43,200 千円、不動産売払収入 14,400 千円な

ど、合わせて 75,420 千円を計上しており、14,658 千円（24.1％）の増となっています。 

 

寄 附 金 

 指定寄附金でまちづくり寄附金 75,000 千円を計上しており、25,000 千円（50.0％）の

増となっています。 
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繰 入 金 

 財政調整基金繰入金 1,700,000 千円、地域福祉基金繰入金 6,095 千円、振興基金繰入金

11,993 千円、まちづくり基金繰入金 23,871 千円、地域雇用創出基金繰入金 128,605 千円、

教育文化振興基金繰入金 234,274 千円、防災基金繰入金 61,412 千円、エネルギー・環境対

策基金繰入金 34,218 千円及び子ども基金繰入金 43,282 千円など合計 2,246,367 千円を計

上しており、742,219 千円（49.3％）の増となっています。 

 

繰 越 金 

 前年度繰越金として 30,000 千円（前年度同額）を計上しています。 

 

諸 収 入 

 貸付金元利収入 719,261 千円、雑入 208,476 千円など合わせて 941,238 千円を計上して

います。貸付金元利収入は、さぬき市土地開発公社貸付金返還金で 97,029 千円の減などに

より、79,221 千円（9.9％）の減となっています。雑入は、高松東道路関連公共施設等整

備助成金で 57,540 千円、Ｂ＆Ｇ財団助成金で 30,000 千円の減となったものの、香川県広

域水道企業団職員給与費等負担金で 116,525 千円の増などにより、27,374 千円（15.1％）

の増となっており、主なものは、後期高齢者健診委託金 23,827 千円、さぬき市ＳＡ公社納

付金 15,700 千円などとなっています。 

 

市  債 

 大川広域養護老人ホーム整備事業債 291,400 千円、認定こども園整備事業債 101,700 千

円、道路橋梁新設改良整備事業債 238,600 千円、道路橋梁修繕事業債 134,100 千円、小学

校建設事業債 157,400 千円、臨時財政対策債 700,000 千円など合計 2,099,700 千円を計上

しており、3,969,300 千円(65.4％)の減となっています。 

庁舎整備事業の総務債、大川広域消防施設整備事業の消防債や、小学校整備、体育館整

備事業の教育債の減が、主な減額要因となっています。 
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（２） 歳 出 

 

歳出の目的別予算額、構成比及び増減率は添付資料「第２表」のとおり、性質別予算額

等は「第３表」のとおりです。 

 目的別の金額及び構成比は、民生費 7,700,084 千円（31.9％）、公債費 3,385,459 千円

（14.0％）、総務費 2,725,594 千円（11.3％）の順となっています。教育費は、統合小学

校整備事業や社会体育施設整備事業などにより 1,535,404 千円（37.5％）の減、総務費は、

分庁舎整備事業などにより 986,486 千円（26.6％）の減、消防費は、大川広域消防庁舎等

整備事業費負担金により 595,511 千円（42.9％）の減、民生費は、大川広域養護老人ホー

ム整備事業費負担金が増となったものの、認定こども園整備事業などにより 296,874 千円

（3.7％）の減、土木費は、雨水ポンプ場改良事業などにより 245,441 千円（9.1％）の減

となっており、公債費は、償還元金の増により 132,253 千円（4.1％）、商工費は、観光事

業特別会計繰出金などにより 47,976 千円（11.4％）の増となっております。 

性質別では、人件費、扶助費及び公債費の義務的経費が 10,867,275 千円と全体の 45.0％

を占めており、このほか投資的経費が3,502,607千円（57.9％）減の2,542,553千円（10.5％）、

補助費等 3,713,597 千円（15.4％）、物件費 3,008,107 千円（12.5％）、繰出金 2,983,175

千円（12.3％）、貸付金 721,512 千円（3.0％）などとなっています。 

 

議 会 費 

 議員報酬等（手当及び共済費含む。）178,713 千円、政務活動費交付金 6,300 千円、費

用弁償 1,694 千円のほか、会議録作成経費など合わせて 230,155 千円を計上しています。 

 

総 務 費 

 文書広報費では、市広報紙発行、ホームページ運営に係る経費を計上しており、庁舎建

設費では、分庁舎整備事業に要する経費 188,591 千円を計上しています。また、企画費で

は、地域おこし協力隊事業に 7,955 千円、定住促進奨励金 13,000 千円、結婚定住奨励金

9,000 千円、移住促進家賃等補助金 7,400 千円、三世代同居等支援金 4,000 千円など、地

域活性化、人口減少対策等に要する経費を計上しています。 

電子計算費では、電算システムの維持管理に要する経費 352,607 千円を計上しており、

自治振興費では、自治会運営補助金に 48,000 千円、小さな拠点づくり事業 3,489 千円など

を計上しています。 

交通安全対策費では、高齢者運転免許証自主返納支援奨励金 4,000 千円、交通安全環境

整備事業 30,858 千円などを計上しており、防災諸費では、防災行政無線整備事業等に要す

る経費 104,310 千円を計上しています。 

選挙費では、香川県知事選挙費 29,168 千円、香川県議会議員選挙費 8,700 千円、市長選

挙費 23,972 千円などを計上しています。 
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統計調査費では、住宅・土地統計調査などの経費として 7,346 千円を計上しています。 

 

民 生 費 

 社会福祉総務費では、社会福祉協議会運営補助金 88,391 千円などを、老人福祉費では、

高齢者の在宅福祉に要する経費や養護老人ホーム入所措置委託料のほか、後期高齢者医療

制度に要する負担金 630,468 千円及び介護保険事業特別会計繰出金 800,706 千円などを、

障害者福祉費では、障害者自立支援給付費や重度心身障害者等医療費のほか、発達障害支

援事業費や補装具・日常生活用具給付費など合わせて 1,384,712 千円を計上しています。 

 児童福祉総務費では、子育て支援のためのファミリー・サポート・センター事業費 5,000

千円、乳幼児医療費 74,000 千円、子ども医療費 72,000 千円などを、児童措置費では、児

童手当 639,480 千円などを、保育所関係では、保育所の運営・委託事業費など合わせて

1,022,907 千円を計上しています。また、こども園費では、民間及び市外の認定こども園

等に要する施設型給付費 242,087 千円、民間が整備するこども園に施設整備事業費補助金

286,748 千円を、こども園建設費では、幼保連携型認定こども園整備事業に要する経費

166,574 千円を計上しています。 

児童館費では、放課後児童クラブ施設整備事業に要する経費を含む、児童館及び放課後

児童クラブの運営費など 121,965 千円、ひとり親家庭等福祉費では、児童扶養手当 192,000

千円やひとり親家庭等の自立支援に要する経費等を、生活保護費では、扶助費 546,035 千

円などを計上しています。 

 

衛 生 費 

 保健衛生総務費では、国民健康保険事業特別会計繰出金 394,870 千円や多和診療所事業

特別会計繰出金3,270千円などを、母子衛生費では、妊婦健康診査事業費など41,181千円、

予防費では、インフルエンザ予防接種をはじめとする予防接種経費やがん検診などの各種

検診事業費を含めて 202,757 千円を計上しています。 

環境衛生費では、老朽危険空き家除却支援補助金 16,000 千円などを、合併処理浄化槽費

では、補助金 90 基分 500,004 千円などを、塵芥処理費では、ごみ収集委託料及び香川県東

部清掃施設組合負担金など 549,263 千円を、し尿処理費では、大川広域し尿処理施設負担

金など 89,733 千円を計上しています。 

また、病院費では、病院事業会計への繰出金 569,106 千円を計上しています。 

 

労 働 費 

 労働金庫貸付金 56,000 千円、雇用対策協議会等への負担金 937 千円を計上しています。 

 

農林水産業費 

 農業振興費では、有害鳥獣被害防止対策に要する経費として 21,146 千円、農業振興事業、
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みろくふれあい農園事業、担い手育成事業などで 117,616 千円を計上したほか、引き続き

遊休農地活用事業に要する経費として 1,000 千円を計上しています。 

また、土地改良費では、単県・市単土地改良事業費、県営土地改良事業負担金のほか、

農業集落排水事業特別会計繰出金等 325,502 千円を、林業振興費では、市有林整備事業委

託料や造林事業補助金など 17,055 千円を、治山林道建設費では、治山事業や林道整備事業

などに 43,946 千円を、漁港建設費には、脇元漁港高潮対策工事に要する経費として 44,820

千円のほか、漁業集落排水事業特別会計繰出金として 35,400 千円を計上しています。 

 

商 工 費 

 商工業振興費では、企業立地促進助成金 89,675 千円や、さぬき市商工会助成金 14,000

千円、中小企業融資預託金60,000千円のほか、商工業等活性化支援事業に要する経費6,353

千円、創業支援事業 1,557 千円などを計上しています。 

観光費では、市内の各観光施設の維持管理経費のほか、観光イベント事業助成金として

35,277 千円、観光事業特別会計繰出金 23,011 千円などを計上しています。 

温泉費では、健康生きがい施設等の指定管理委託料のほか、温泉宿泊施設の修繕等に要

する経費など合わせて 63,721 千円を計上しています。 

 

土 木 費 

 土木総務費では、県施行の道路、河川及び港湾整備に係る負担金 55,400 千円を、道路橋

梁維持費では、市道維持管理のための工事費等 286,501 千円を、道路橋梁新設改良費では、

国庫補助、単県、市単道路新設改良事業など合わせて 300,290 千円を計上しています。 

河川総務費では、河川改修事業や雨水排水ポンプ場の改良事業費として 99,333 千円を、

港湾建設費では、志度港の地震・津波対策費などとして 62,106 千円計上しています。 

また、都市計画総務費では、バスストップ整備事業に要する経費として 42,715 千円、住

宅リフォーム支援事業 28,860 千円などを、下水道整備費では、公共下水道事業特別会計繰

出金 1,367,000 千円を、住宅管理費では、市営住宅の大規模改修工事など維持管理費を含

めて 57,425 千円を計上しています。 

 

消 防 費 

 非常備消防費では、大川広域消防運営費等負担金 591,954 千円、香川県の消防操法大会

出場に要する経費 3,672 千円のほか、火災出動手当など消防団の活動に要する経費を、消

防施設費では、消火栓の新設改良に要する経費 6,000 千円などを計上しています。 

また、水防費では、災害時における消防団の出動手当や水防用の資材及び緊急排水用大

型セルプラエンジンポンプの購入費として 38,663 千円を計上しています。 

 

教 育 費 
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 事務局費では、事務局運営事業、奨学金事業、旧学校施設管理事業など合わせて 330,928

千円を、学校教育総務費では、遠距離通学児童生徒支援事業や、特別支援教育支援員配置

事業、学校ＩＣＴ環境整備事業など合わせて 239,684 千円を計上しています。 

小・中学校費では、各学校の管理運営費に加えて、施設整備事業に 26,785 千円、教育振

興費として図書及び教材用備品購入費など 14,496 千円を計上しています。 

小学校建設費では、統合小学校整備事業に要する経費として 284,463 千円を計上してい

ます。また、幼稚園費では、管理運営経費や預かり保育事業など合わせて 399,999 千円を

計上しています。 

社会教育費では、生涯学習及び文化・スポーツ振興のための諸事業や施設の管理に要す

る経費 137,423 千円を、公民館費では、施設の管理に要する経費 54,755 千円を計上してい

ます。 

文化振興費では、平賀源内記念館施設購入費などを含み 126,609 千円を、体育施設管理

費では、社会体育施設整備事業に要する経費など 70,662 千円を計上しています。また、総

合運動公園管理費では、津田・志度・長尾の各運動公園施設の一体的管理のための指定管

理委託料 25,000 千円を、学校給食費では、大川・志度学校給食共同調理場に要する経費を

計上しています。 

 

災害復旧費 

 農業施設、林業施設、漁港施設及び河川・道路橋梁施設の各災害復旧費について、計 14

千円を存目計上しています。 

 

公 債 費 

 元金に3,226,916千円、利子に一時借入金利子を含めて158,543千円を計上しています。 

 

諸 支 出 金 

 基金費には、財政調整基金など 13 基金の利子積立金など合わせて 118,278 千円を計上し

ています。 

また、開発公社費には、土地開発公社の経営健全化のための貸付金 567,000 千円を計上

しています。 

 

予 備 費 

 予備費は、自然災害等の突発的な事態に対応できるよう 50,000 千円を計上しています。 
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２ さぬき市特別会計当初予算 

 

さぬき市国民健康保険事業特別会計 

 歳入歳出予算の総額を 5,970,700 千円と定めるもので、対前年度比 13.8％の減額となっ

ています。減額の主な要因は、平成 30 年度より国民健康保険の都道府県単位化に伴い、こ

れまで市と社会保険診療報酬支払基金との間で財政調整を行っていた納付金、拠出金及び

交付金について、香川県と社会保険診療報酬支払基金の間で行うこととなったことによる

ものです。 

 歳入のうち国民健康保険税については、962,992 千円を見込んでおり、対前年度比 5.5％

減となっています。県支出金については、国保の広域化に伴う予算区分の変更により国庫

支出金の一部及び保険給付費分が県補助金として支給されることから、4,526,825 千円を

計上しています。また、一般会計繰入金は、財政安定化支援分 81,303 千円を含めて 394,870

千円を繰り入れ、財政調整基金からは 50,000 千円を取り崩すこととしています。 

 歳出では、保険給付費については、4,471,865 千円の計上となっています。また、国保

広域化に伴う香川県への納付金である国民健康保険事業費納付金 1,334,604 千円のほか、

総務費、保健事業費、諸支出金等をそれぞれ計上しています。特に、保健事業では、疾病

予防の観点から、保険者に義務付けられた特定健診・特定保健指導を積極的に推進し、被

保険者の健康の保持・増進に努めます。 

 また、今後も医療費の適正化と国保財政の健全な運営に取り組んでまいります。 

 

さぬき市後期高齢者医療事業特別会計 

歳入歳出予算の総額を 737,000 千円と定めるもので、対前年度比 6.6％の増額となって

います。増額の主な要因は、後期高齢者医療広域連合納付金の増額によるものです。 

歳入については、保険料 499,064 千円、繰入金 236,034 千円などを計上しています。 

歳出では、保険料徴収に要する徴収費 2,896 千円、被保険者の方から納付された保険料

や保険料軽減分、事務費等を香川県後期高齢者医療広域連合へ納付するための負担金

719,298 千円などを計上しています。 

本年度も、関係各課や後期高齢者医療広域連合との連携を密に図り、被保険者に対する

制度のきめ細やかな周知を図ってまいります。 

 

さぬき市介護保険事業特別会計 

 歳入歳出予算の総額を 5,830,400 千円と定めるもので、対前年度比 1.8％の減額となっ

ています。減額の主な要因は、介護保険システム更新費用の減額と第７期介護保険事業計

画に沿った予算編成を行ったことによるものです。 

 歳入では、第１号被保険者の介護保険料の負担割合が 22％から 23％となったことから

1,276,461 千円としたほか、国庫支出金 1,395,765 千円、支払基金交付金 1,539,122 千円、
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県支出金 812,961 千円、一般会計繰入金等 800,706 千円などを計上しています。 

 歳出では、保険給付費として対前年度比1.5％減となる5,509,546千円を計上しており、

第７期介護保険事業計画の給付費の必要額を反映した内容になっています。地域支援事業

費は、246,181 千円を計上し、包括的支援事業については、介護予防・日常生活支援総合

事業の推進のため生活支援サービス体制整備事業、在宅医療・介護連携推進事業を進めて

まいります。任意事業については、家族介護者交流事業、成年後見人等報酬助成事業、紙

おむつ支給事業を実施するなど高齢者を包括的に支援する取組を推進します。介護予防・

生活支援サービス事業については、総合事業の訪問、通所事業の円滑な実施を図ってまい

ります。一般介護予防事業については、通所型介護予防事業を実施するとともに介護予防

の地域における活動組織を育成し、介護予防ボランティアリーダーの育成に努めてまいり

ます。 

また、総務費は、要介護認定事務費等 68,651 千円、基金積立金 1,581 千円、諸支出金

1,130 千円、公債費 411 千円などを計上しています。 

本年度も、引き続き保険給付の円滑な実施を図るとともに、高齢者の生活を支える制度

として適正な執行管理に取り組んでまいります。 

 

さぬき市介護サービス事業特別会計 

歳入歳出予算の総額を 19,500 千円と定めるもので、対前年度比 2.6％の増額となってい

ます。市から介護予防支援事業所の指定を受けた地域包括支援センターが、介護保険認定

者のうち要支援１・２の方々を対象に介護予防ケアマネジメントを実施するための経費を

計上しています。 

歳入では、介護予防サービス計画費収入 16,857 千円、繰越金 2,643 千円を計上していま 

す。 

歳出では、介護予防支援事業費 18,200 千円、予備費 1,300 千円を計上しています。 

本年度も、引き続き適正な介護予防ケアマネジメントの実施に努めてまいります。 

 

さぬき市公共下水道事業特別会計 

歳入歳出予算の総額を 2,341,000 千円と定めるもので、対前年度比 0.3％の減額となっ

ています。 

 健康で快適な生活環境の確保、公共用水域の水質保全及び頻発する都市型浸水の防除に

必要な事業費を計上しています。 

 歳入では、下水道建設費負担金 3,355 千円、下水道使用料 320,092 千円、国庫補助金

261,000 千円、県支出金 15,000 千円、一般会計繰入金 1,367,000 千円、市債 372,900 千円

等を計上しています。 

歳出では、公共下水道費として 415,062 千円を計上しており、主に、志度地区における

汚水管渠敷設工事、塩屋雨水ポンプ場機械、電気設備改築工事及び設計施工監理業務のほ
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か、津田地区において鵜部雨水ポンプ場機械、電気設備改築工事及び設計施工監理業務を

予定しています。特環下水道費は 223,562 千円を計上しており、長尾地区における汚水管

渠敷設工事のほか、志度地区において新開雨水ポンプ場機械、電気設備改築工事及び設計

施工監理業務を予定しています。雨水下水道管理費 72,478 千円は、志度地区及び津田地区

における雨水ポンプ場の維持管理費であり、汚水下水道管理費では、主に志度地区１か所、

津田地区３か所及び大川地区２か所の汚水処理施設に係る維持管理費のほか、下水道事業

法適化移行事業費などを含めた管理全般に要する経費として 418,471 千円を計上していま

す。公債費は、元金 1,002,382 千円、利子 207,545 千円、合計 1,209,927 千円を計上して

います。 

整備済み区域における水洗化の促進、水質改善のための適切な汚水処理場の維持管理と

水質監視を進めながら、引き続き下水道未整備地域の解消と下水道施設の改良等による生

活環境の向上に努めていきます。 

 

さぬき市農業集落排水事業特別会計 

 歳入歳出予算の総額を 158,000 千円と定めるもので、対前年度比 3.9％の増額となって

います。 

歳入では、農業集落排水使用料 29,306 千円、県支出金 8,000 千円、一般会計繰入金

120,000 千円等を計上しています。 

歳出では、農業集落排水施設管理費に、志度地区２か所、津田地区４か所及び大川地区

５か所の施設管理費のほか、津田地区４か所の処理施設の機能診断事業費などを含めた管

理全般に要する経費として 64,886 千円を、公債費は、元金 76,303 千円、利子 16,411 千円、

合計 92,714 千円を計上しています。 

整備済み区域における水洗化の促進と施設の適正な維持管理を行い、公共水域の水質保

全に努めていきます。 

 

さぬき市漁業集落排水事業特別会計 

歳入歳出予算の総額を 43,000 千円と定めるもので、対前年度比 0.9％の減額となってい

ます。 

歳入では、漁業集落排水使用料 7,007 千円、一般会計繰入金 35,400 千円等を計上してい

ます。 

歳出では、漁業集落排水管理費として、江泊地区及び小田浦地区の施設管理費を 18,306

千円、公債費は、元金 18,350 千円、利子 5,944 千円、合計 24,294 千円を計上しています。 

整備済み区域における水洗化と接続の推進を図りながら、施設の適正な維持管理を行い、

公共水域の水質保全に努めていきます。 

 

さぬき市多和診療所事業特別会計 
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 歳入歳出予算の総額を 9,800 千円と定めるもので、対前年度比同額となっています。 

歳入の主なものは、診療報酬 3,083 千円、一般会計及び国民健康保険事業特別会計から

の繰入金 6,183 千円であり、歳出は、総務費に医師報酬、看護師賃金、施設管理費等 9,089

千円、医業費として医薬材料費など 411 千円を計上しています。 

 多和診療所は、地域に密着した診療を行い、公衆衛生の向上及び増進にも寄与するもの

であり、薬局とも連携を図りながら、より地域に親しまれる診療所としての運営に取り組

んでまいります。 

 

さぬき市津田診療所事業特別会計 

 歳入歳出予算の総額を 95,000 千円と定めるもので、対前年度比 6.4％の減額となってい

ます。 

 歳入については、これまでの実績を踏まえて診療報酬 93,327 千円、使用料及び手数料

383 千円、諸収入 1,288 千円などを計上しています。 

歳出については、診療所の運営・管理費などとして総務費 70,825 千円、医業費として医

薬材料費など 23,875 千円を計上しています。 

 津田診療所は、地域の身近な公的１次医療機関として、地域住民の健康を支えるため、

さぬき市民病院と連携を図りながら、必要な医療の提供及び疾病の予防活動に努めてまいり

ます。 

 また、保健活動や介護予防活動にも努め、地域に密着した診療所としての役割を果たしてまい

ります。 

 

さぬき市観光事業特別会計 

歳入歳出予算の総額を 38,300 千円と定めるもので、対前年度比 150.3％の増額となって

います。増額の主な要因は、クアパーク津田施設設備改修工事の実施によるものです。 

 歳入では、一般会計繰入金 23,011 千円、建物の使用料 14,800 千円、インターネット回

線の使用料 410 千円等を計上しています。 

歳出では、クアパークの管理として、修繕費 2,500 千円、インターネット回線使用料等

445 千円、デジタル交換機のリース料及び借地料 1,369 千円、施設設備改修工事費 29,916

千円、工事設計委託料 3,070 千円、備品購入費 1,000 千円を計上しています。 

今後とも、国民宿舎クアパークの適正な管理運営に努めてまいります。 

 

さぬき市共通商品券発行事業特別会計 

歳入歳出予算の総額を 106,500 千円と定めるもので、対前年度比 4.1％の減額となって

います。 

歳入では、商品券売払収入 100,000千円、一般会計繰入金 2,884千円、前年度繰越金 3,616

千円を計上しています。 
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歳出では、商品券の換金 100,000 千円のほか、さぬき市商工会への事務委託料 2,050 千

円、商品券管理システム機器借上料 820 千円、一般会計繰出金 2,616 千円などを計上して

います。 

今後とも、市内における消費拡大の促進、商業の振興及び地域経済の活性化を図ってま

いります。 

 

さぬき市建設残土処分場事業特別会計 

歳入歳出予算の総額を 43,400 千円と定めるもので、対前年度比 121.4％の増額となって

います。 

歳入では、建設残土処分場使用料 43,398 千円などを計上しています。 

歳出では、処分場管理に係る臨時職員 1 名分の賃金等 1,978 千円、工事設計等の委託料

3,375 千円、受入土砂の整地等工事費 27,720 千円などを計上しています。 

 公共事業において発生する建設残土の受け入れにより、公共事業の円滑な遂行に資する

ため、処分場の適切な運営・整備を行ってまいります。 

 

さぬき市病院事業会計 

病院事業においては、診療日数を 244 日、入院患者数 58,035 人（１日平均 159.0 人）、

外来患者 134,688 人（1 日平均 552.0 人）、合計患者数 192,723 人を業務の予定量と定め、

予算を計上しています。 

 病院事業収益については、総額 4,965,991 千円を計上しています。医業収益は、入院収

益、外来収益等 4,411,123 千円を計上しており、医業外収益は、一般会計等からの補助金

及び負担金、その他医業外収益等として 554,838 千円を計上しています。 

 病院事業費用については、総額 4,991,405 千円を計上しており、医業費用の主なものは、

給与費 2,870,165 千円、診療用の材料費 926,971 千円、光熱水費、委託料等の経費 801,156

千円、減価償却費 241,397 千円などです。医業外費用は、企業債利息、消費税及び地方消

費税関係雑支出等として 109,115 千円を計上しています。 

 資本的収入は、総額 245,945 千円を計上しています。内訳は、医療器械等の整備に係る

企業債 170,900 千円、企業債償還元金に対する一般会計負担金 74,595 千円などです。 

 資本的支出は、総額 325,631 千円を計上しており、このうち、建設改良費は、174,680

千円です。内訳は、病院増改築事業費として作業棟改修工事費等に 2,533 千円、資産購入

費として、医療器械、什器備品等の購入費 170,809 千円、リース資産購入費として、リー

ス備品の支払額 1,338 千円です。このほか、投資として、助産師養成修学資金貸付金 1,200

千円、企業債償還金として、償還元金 149,751 千円を計上しています。 

今後とも、地域医療の中核病院として、より良質で高度な医療の提供に努め、その役割

を十分発揮するとともに、これまで以上に経営の効率化にも取り組んでいきます。 
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（単位：千円，％）

増　減　額 増　減　率

24,160,000 27,800,000 ▲ 3,640,000 ▲ 13.1

5,970,700 6,924,500 ▲ 953,800 ▲ 13.8

737,000 691,300 45,700 6.6

5,830,400 5,937,600 ▲ 107,200 ▲ 1.8

19,500 19,000 500 2.6

2,341,000 2,348,000 ▲ 7,000 ▲ 0.3

158,000 152,000 6,000 3.9

43,000 43,400 ▲ 400 ▲ 0.9

9,800 9,800 0 0.0

95,000 101,500 ▲ 6,500 ▲ 6.4

38,300 15,300 23,000 150.3

106,500 111,000 ▲ 4,500 ▲ 4.1

43,400 19,600 23,800 121.4

15,392,600 16,373,000 ▲ 980,400 ▲ 6.0

39,552,600 44,173,000 ▲ 4,620,400 ▲ 10.5

（単位：千円）

年

度 収　入 支　出 収　入 支　出

３０ 4,965,991 4,991,405 245,945 325,631 5,073,609

２９ 4,777,427 4,882,463 176,836 254,899 4,794,572

188,564 108,942 69,109 70,732 279,037

３０

２９ 1,300,308 1,276,403 3 626,480 1,474,969

▲ 1,300,308 ▲ 1,276,403 ▲ 3 ▲ 626,480 ▲ 1,474,969

備　考

公 共 下 水 道 事 業

　平成３０年度さぬき市当初予算額（会計別）

会　　計　　名 ３０年度 ２９年度
対前年度比較

一 般 会 計

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

農業集落排水事業

漁業集落排水事業

多 和 診 療 所 事 業

津 田 診 療 所 事 業

観 光 事 業

増　減　額

共通商品券発行事業

建設残土処分場事業

特別会計の計

合　計

会　　計　　名
資 本 的 収 支

予算規模

病 院 事 業

増　減　額

水 道 事 業

収 益 的 収 支
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【歳　入】 （単位：千円，％）

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 増減額 増減率

05 市 税 5,186,910 21.5 5,374,440 19.3 ▲ 187,530 ▲ 3.5

10 地 方 譲 与 税 213,000 0.9 210,000 0.8 3,000 1.4

15 利 子 割 交 付 金 12,000 0.0 7,000 0.0 5,000 71.4

16 配 当 割 交 付 金 30,000 0.1 40,000 0.1 ▲ 10,000 ▲ 25.0

17
株式等譲渡所得割
交 付 金

20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

18 地方消費税交付金 850,000 3.5 800,000 2.9 50,000 6.3

25
ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金

35,000 0.1 35,000 0.1 0 0.0

30
自 動 車 取 得 税
交 付 金

50,000 0.2 40,000 0.1 10,000 25.0

33 地 方 特 例 交 付 金 17,000 0.1 17,000 0.1 0 0.0

35 地 方 交 付 税 7,700,000 31.9 7,700,000 27.7 0 0.0

40
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

11,000 0.0 11,000 0.0 0 0.0

45 分担金及び負担金 425,705 1.8 496,835 1.8 ▲ 71,130 ▲ 14.3

50 使用料及び手数料 395,655 1.6 415,379 1.5 ▲ 19,724 ▲ 4.7

55 国 庫 支 出 金 2,236,856 9.3 2,433,165 8.8 ▲ 196,309 ▲ 8.1

60 県 支 出 金 1,509,149 6.3 1,490,622 5.4 18,527 1.2

65 財 産 収 入 75,420 0.3 60,762 0.2 14,658 24.1

70 寄 附 金 75,000 0.3 50,000 0.2 25,000 50.0

75 繰 入 金 2,246,367 9.3 1,504,148 5.4 742,219 49.3

80 繰 越 金 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

85 諸 収 入 941,238 3.9 995,649 3.6 ▲ 54,411 ▲ 5.5

90 市 債 2,099,700 8.7 6,069,000 21.8 ▲ 3,969,300 ▲ 65.4

24,160,000 100.0 27,800,000 100.0 ▲ 3,640,000 ▲ 13.1

第１表　歳入内訳表（一般会計）

区    分

３０年度 ２９年度 対前年度比較

歳 入 合 計
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【歳　出】 （単位：千円，％）

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 増減額 増減率

05 議 会 費 230,155 1.0 235,023 0.8 ▲ 4,868 ▲ 2.1

10 総 務 費 2,725,594 11.3 3,712,080 13.4 ▲ 986,486 ▲ 26.6

15 民 生 費 7,700,084 31.9 7,996,958 28.8 ▲ 296,874 ▲ 3.7

20 衛 生 費 2,160,557 8.9 2,247,472 8.1 ▲ 86,915 ▲ 3.9

25 労 働 費 60,357 0.3 60,458 0.2 ▲ 101 ▲ 0.2

30 農 林 水 産 業 費 892,531 3.7 890,935 3.2 1,596 0.2

35 商 工 費 469,238 1.9 421,262 1.5 47,976 11.4

40 土 木 費 2,450,956 10.1 2,696,397 9.7 ▲ 245,441 ▲ 9.1

45 消 防 費 793,366 3.3 1,388,877 5.0 ▲ 595,511 ▲ 42.9

50 教 育 費 2,556,411 10.6 4,091,815 14.7 ▲ 1,535,404 ▲ 37.5

55 災 害 復 旧 費 14 0.0 14 0.0 0 0.0

60 公 債 費 3,385,459 14.0 3,253,206 11.7 132,253 4.1

65 諸 支 出 金 685,278 2.8 755,503 2.7 ▲ 70,225 ▲ 9.3

99 予 備 費 50,000 0.2 50,000 0.2 0 0.0

24,160,000 100.0 27,800,000 100.0 ▲ 3,640,000 ▲ 13.1歳 出 合 計

第２表　歳出目的別内訳表（一般会計）

区    分

３０年度 ２９年度 対前年度比較
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【歳　出】 （単位：千円，％）

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 増減額 増減率

10,867,275 45.0 10,354,140 37.3 513,135 5.0

1 人 件 費 3,671,498 15.2 3,472,830 12.5 198,668 5.7

2 扶 助 費 3,810,318 15.8 3,628,104 13.1 182,214 5.0

3 公 債 費 3,385,459 14.0 3,253,206 11.7 132,253 4.1

3,008,107 12.5 3,063,456 11.0 ▲ 55,349 ▲ 1.8

155,503 0.6 124,957 0.4 30,546 24.4

3,713,597 15.4 4,300,782 15.5 ▲ 587,185 ▲ 13.7

118,278 0.5 91,503 0.3 26,775 29.3

0 0.0 0 0.0 0 0.0

721,512 3.0 806,652 2.9 ▲ 85,140 ▲ 10.6

2,983,175 12.3 2,963,350 10.7 19,825 0.7

2,542,553 10.5 6,045,160 21.7 ▲ 3,502,607 ▲ 57.9

1 普通建設事業 2,542,539 10.5 6,045,146 21.7 ▲ 3,502,607 ▲ 57.9

(1) 補 助 事 業 558,518 2.3 2,100,987 7.6 ▲ 1,542,469 ▲ 73.4

(2) 単 独 事 業 1,874,309 7.8 3,798,305 13.7 ▲ 1,923,996 ▲ 50.7

(3) 県 営 事 業 109,712 0.4 145,854 0.4 ▲ 36,142 ▲ 24.8

2 災害復旧事業 14 0.0 14 0.0 0 0.0

50,000 0.2 50,000 0.2 0 0.0

24,160,000 100.0 27,800,000 100.0 ▲ 3,640,000 ▲ 13.1

繰 出 金

投 資 的 経 費

予 備 費

歳 出 合 計

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

義 務 的 経 費

第３表　歳出性質別内訳表（一般会計）

区    分

３０年度 ２９年度 対前年度比較

- 19 -



（単位：千円）

費　　目 事　　業　　名 新規 事業費 内　　容

庁舎建設費 分庁舎建設事業 160,624 分庁舎建設に係る工事、備品等

教育庁舎建設事業 ○ 19,431 教育庁舎の建設に係る設計

自治振興費 集会所建設等事業費補助事業 4,000 集会所の改修等に対する補助

交通安全対策費 交通安全施設整備事業 27,324 ガードレール、カーブミラー等の整備

防災諸費 防災行政無線整備事業 ○ 19,842
防災行政無線（同報系）のデジタル化、遠隔制御装置の
整備等

香川県防災行政無線改修事業 ○ 13,824 香川県防災行政無線の移設（本庁→分庁舎）

避難所等環境整備事業 6,519 備蓄倉庫3施設

地方振興費 生活環境整備事業 16,100 生活道の舗装、改修等

コミュニティ放送管
理費

番組放送機器更新事業 ○ 4,536 番組送出サーバー等の更新

公立保育所費 保育所遊具設置事業 4,990 寒川保育所、長尾保育所遊具設置

こども園費 こども園施設整備費補助事業 286,748 民間法人によるこども園整備に対する補助（2件）

こども園建設費 認定こども園整備事業 158,978
津田地区の2幼稚園及び2保育所を統合した幼保連携型
認定こども園建設

環境衛生費 斎場設備修繕事業 9,288 火葬炉設備修繕工事

住宅用太陽光発電システム設置費
補助事業

7,000 住宅用太陽光発電設備を設置する住宅に対する補助

合併処理浄化槽費 合併浄化槽設置整備費補助事業 50,004 合併処理浄化槽設置に対する補助

農業振興費 みろくふれあい農園施設撤去事業 ○ 27,500 みろくふれあい農園施設の撤去

かがわ園芸産地活性化基盤整備
事業補助事業

15,000
対象：認定農業者等
ハウス

土地改良費 単独県費補助土地改良事業 52,138 水路 6か所、ため池 1か所

単独市費土地改良事業 4,240 農道舗装 1路線

小規模ため池防災対策事業 2,206 小規模ため池（貯水量5,000㎥未満） 1か所

市費土地改良事業補助事業 4,500 市費補助条例により 40％補助

林業振興費 単独市費補助造林事業 11,074
植栽9.76ha、下刈34.59ha、間伐47.85ha、竹林伐採
9.76ha

治山林道建設費 林道矢筈太郎兵衛線改良事業 ○ 20,000 モルタル吹付工 L=20m、A=550㎡

林道寒風線改良事業 ○ 8,249
施工延長 L=30m
ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ工 A=80㎡

林道維持修繕事業 7,978
草刈（17路線）36,800㎡　安全施設等修繕
舗装修繕150㎡

漁港建設費 海岸保全施設整備事業 44,820 脇元漁港護岸嵩上げ工事等

単独県費補助漁港整備事業 30,000
泊漁港浚渫工事
脇元漁港離岸堤改良工事

観光費 大串自然公園施設設備改修事業 6,640 野外音楽広場トイレほか施設設備修繕

道路橋梁維持費 橋梁長寿命化事業 61,000 3橋の長寿命化の実施

道路橋梁修繕事業 197,970 市道舗装、維持修繕、草刈等

道路橋梁新設改良
費

市道志度駅南中央線新設事業 22,650 道路新設 L=525m W=14m

単独県費補助道路新設改良事業 38,550 3路線

第４表　主な建設事業（一般会計）
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（単位：千円）

費　　目 事　　業　　名 新規 事業費 内　　容

道路橋梁新設改良
費

市単独道路新設改良事業 226,361 29路線

河川総務費 河川改修事業 24,660 護岸修繕等6河川

小方雨水排水ポンプ場改良事業 30,000 雨水排水ポンプの更新等

港湾建設費 志度港地震・津波対策等事業 54,100 志度港護岸・物揚場の嵩上げ工事等

都市計画総務費 津田バスストップ駐車場整備事業 42,000 津田サービスエリアの周辺整備

民間住宅耐震対策支援事業 5,200 民間住宅耐震改修補助5件

住宅管理費 市営住宅大規模改修事業 23,789 神前団地・天王団地

市営住宅除却事業 9,900 西内間団地

消防施設費 消防自動車更新事業 5,940 小型動力ポンプ付積載車（津田第3）

消火栓整備事業 6,000 新設改良600千円×10基

水防費 排水ポンプ購入事業 ○ 32,000 排水ポンプの購入

事務局費 公用車購入事業 ○ 7,591 マイクロバス1台を購入

小学校統合事業 ○ 14,256 スクールバス2台を購入

旧学校施設管理事業 14,805 旧鴨部小学校の土地購入

小学校管理費 小学校施設整備事業 11,244 2校、2か所

小学校建設費 統合小学校整備事業 278,721 石田・神前統合小学校整備工事

中学校管理費 中学校施設整備事業 10,294 1校、3か所

幼稚園管理費 幼稚園施設整備事業 10,497 3園、4か所

公民館費 公民館管理事業 8,739 鴨部分館　駐車場舗装・施設修繕

文化財保護費 史跡等購入事業 9,400 富田茶臼山古墳史跡購入

社会教育施設管理
費

南川自然の家管理事業 4,010 プール埋戻舗装工事

文化振興費 源内記念館施設購入事業 ○ 86,369 平賀源内記念館の土地建物購入

体育施設管理費 社会体育施設整備事業 48,134 （仮称）志度東体育館整備

学校給食費 施設修繕事業 5,891 施設の維持修繕　2か所

設備更新事業 ○ 12,140 志度　真空冷却器の更新

－ その他事業 107,063 23件

土地改良費
県営中山間地域総合整備事業負
担金

34,530
農用排水・圃場整備、鳥獣進入防止施設整備、農村生
活環境整備（さぬき南部地区）

県営農村地域防災減災事業負担
金

18,240 ため池耐震化整備（白川原大池、志度東地区）

土木総務費 県施行道路事業負担金 35,500 県道改修事業負担金

県施行港湾事業負担金 19,900 県港湾改修事業負担金

－ その他県施行事業負担金等 1,542 3件

2,542,539普　通　建　設　事　業　費　計

　※人件費等は、含まない。
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（単位：千円）

費　　目 事　業　名 新規
総合
戦略

事業費 内　　容

一般管理費 まちづくり寄附推進事業 ○ 45,938 まちづくり寄附の推進を図るための事務

文書広報費 さぬき市史編纂事業 28,633 さぬき市史（旧町史補遺）の編纂

企画費 総合計画基本計画策定事業 5,031
第2次総合計画中期基本計画策定のためのワークショッ
プの開催、計画書の作成

総合戦略推進事業 ○ 5,868
まち・ひと・しごと創生有識者会議の開催及び市のＰＲの
ためのプロモーション事業の実施

地域おこし協力隊事業 ○ 7,955
都市部から、まちづくりに意欲のある若者に移住してもら
い、新しい視点によるまちの活性化を推進

移住コーディネーター・定住支援
員事業

○ 5,898
移住希望者に対する情報提供・相談対応等や移住者の
定住・定着のための支援策を実施

定住促進奨励金事業 ○ 13,000
人口減少対策として、市内に定住するための住宅取得
者に対する固定資産税の一部助成

結婚定住奨励金事業 ○ 9,000
婚姻して市に定住する者に対してさぬき市共通商品券を
交付

移住促進家賃等補助事業 ○ 7,400
定住促進として、県外からの移住世帯に対する家賃の
補助

三世代同居等支援事業 ○ 4,000
「親世帯が暮らす本市に転入してきた、一定の要件を満
たす子世帯」に対して、さぬき市共通商品券を交付

電子計算費 番号制度システム改修事業 10,420 番号制度に対応するための電算システムの改修

住民情報システム更新事業 26,460 住民情報システム機器の更新

基盤ネットワーク機器更新等事
業

61,020 基盤ネットワーク機器の更新

情報システム最適化計画支援
事業

4,752
情報システムの安定的な業務継続に向けた最適化計画
の策定

自治振興費 小さな拠点づくり支援事業 4,479
小さな拠点づくり事業に対する業務委託及び自治会等
に対する費用の一部補助

自治総合センターコミュニティ助
成事業

5,000
コミュニティ助成の活用による自治会の祭り道具整備等
への助成

交通安全対策費
高齢者運転免許証自主返納支
援事業

4,000
65歳以上の高齢者を対象に運転免許証を自主返納した
場合と運転免許の更新を行わずに運転から卒業した場
合にさぬき市共通商品券等を交付

防災諸費 災害用備蓄品整備事業 4,161
災害用備蓄品の整備
食料・飲料水、生活必需品等の購入・備蓄

地方振興費 コミュニティバス運行委託事業 ○ 62,600 コミュニティバス運行にかかる委託料

賦課徴収費 債権管理事業 6,230
市税以外の未収債権を管理・回収するための債権管理
専門員を任用

社会福祉総務費 地域福祉計画策定事業 ○ 3,394 第4期地域福祉計画の策定

老人福祉費
高年齢者就業機会確保事業費
補助金

○ 5,000
シルバー人材センターが実施する休耕地を活用した野
菜栽培事業への補助金

高齢者タクシー助成事業 5,600
一定の要件を満たす高齢者に対し、５００円のタクシーチ
ケットを１６枚（年間8,000円）を給付

障害者福祉費 発達障害相談支援事業 7,781 発達障害支援のための支援者等研修等

児童福祉総務費 乳幼児医療費支給事業 74,000
小学校入学までの乳幼児の医療費に係る自己負担分を
支給

子ども医療費支給事業 ○ 72,000
小学生及び中学生の通院と入院に係る医療費に係る自
己負担分を支給

ファミリーサポートセンター事業 ○ 5,216
会員相互の子育て援助活動をコーディネートし、地域の
子育てを支援

児童虐待防止対策事業 6,806
児童虐待防止、DV対策支援の相談員を配置し、相談援
助活動や養育支援訪問を実施

児童措置費 児童手当支給事業 639,480 中学校修了までの児童に対する児童手当支給

保育所運営委託費 病児・病後児保育事業 ○ 12,176 病児・病後児保育を市民病院に委託

第５表　主なソフト事業（一般会計）
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（単位：千円）

費　　目 事　業　名 新規
総合
戦略

事業費 内　　容

ひとり親家庭等福
祉費

高等職業訓練促進給付金給付
事業

○ 7,905
ひとり親家庭の父又は母が資格取得を目的に養成機関
で修業する場合に高等職業訓練促進給付金を給付

生活保護総務費 自立相談支援事業 12,245
生活困窮状態にある市民が、生活保護受給者になるこ
とを防ぎ、困窮原因の解消のための支援

母子衛生費 妊婦健康診査事業 28,380 妊婦健診の公費負担

予防費 予防接種事業 113,730
ＢＣＧ、四種混合、日本脳炎、ヒブ、肺炎球菌、インフル
エンザ、ロタ等の予防接種の実施

環境衛生費 老朽危険空き家除却支援事業 16,000
老朽危険空き家の除却者に対する費用の一部補助（10
戸分）

農業振興費 有害鳥獣対策事業 18,146
電気柵・防除ネットの助成、猟友会の協力による駆除事
業、さぬき市有害鳥獣対策協議会への事業費補助等

農業次世代人材投資事業
（青年就農給付事業）

○ 25,500
地域農業マスタープランに位置付けられている、４５歳未
満の独立・自営就農者に対する支援

機構集積協力金事業 ○ 7,500
地域の中心となる経営体への農地集積や連坦化が円
滑に進むよう、農地集積に協力した者に対して交付金を
交付

農地集積補助事業 ○ 7,000
農地の受け手が農地利用集積円滑化団体等を通じて、
面的集積するために利用権を取得した農地の面積に応
じて交付金を交付

経営所得安定対策推進事業 8,350
経営所得安定対策の実施に必要なシステム更新や直接
支払、米の生産数量目標の設定、作付面積の確認等を
行う経費を地域協議会に助成

土地改良費 多面的機能支払制度事業 49,124
農道・水路等の地域資源の保全や、施設の補修、農村
環境保全を行う、活動組織に対する助成

中山間地域直接支
払事業費

中山間地域等直接支払制度事
業

20,518
中山間地域において、農用地を守り、多面的機能を増進
する活動に対して補助金を交付（対象：28集落）

商工業振興費 企業立地促進助成事業 ○ 89,675 企業立地促進条例に基づく助成（対象３社）

地域資源活用新商品開発等支
援事業

○ 3,893
地域資源を活用し、新商品の開発、販路開拓に係る経
費を助成

温泉費 温泉施設修繕事業 20,434 市内温泉施設の修繕

道路橋梁維持費 橋梁長寿命化事業 4,000 橋梁点検・橋梁修繕計画策定業務

都市計画総務費
住宅リフォーム支援事業
（促進支援）

○ 20,000
市内在住者の持家にかかる改修費用の1/10（上限20
万）を補助

住宅リフォーム支援事業
（空き家改修）

○ 8,800
空き家バンク登録物件のリフォーム工事及び家財道具
の処分費用の1/2を補助

学校教育総務費 国際理解教育推進事業 ○ 14,768
外国語指導助手（ＡＬＴ）3人を各中学校に配置し、外国
語教育の充実及び地域における交流活動を実施

遠距離通学児童生徒支援事業 89,356
遠距離通学となった児童・生徒を対象に、スクールバス
を運行

特別支援教育支援員配置事業 50,253
発達障害等を有する児童生徒に対して支援員を配置
（特別支援教育支援員41人）

学校教育活動支援事業 18,088
小学校への学校教育活動（外国語）支援員、小中学校
への学校図書館活動支援員の配置

教育相談体制支援事業 ○ 11,351
子どもの問題行動等に対応するため、スクールソーシャ
ルワーカー、心の教育相談員及びスクールカウンセラー
を配置

幼稚園管理費 幼稚園預かり保育事業 11,313
子育て支援の一環として、教育時間終了後並びに長期
休業期間中に預かり保育を実施

生活補助員配置事業 26,997
支援を要する園児に対して支援員を配置（生活補助員
16人）

文化財保護費 文化財保護事業 9,040
指定文化財の保護・活用を図るとともに未指定史跡等の
調査を実施し、市文化財として登録を検討

文化振興費 文化団体支援事業 22,440 志度音楽ホールの指定管理業務委託

総合運動公園管理
費

総合運動公園管理事業 25,000 津田、志度、長尾総合公園の指定管理委託

開発公社費 土地開発公社貸付事業 567,000 土地開発公社に対する一時貸付

2,460,104計
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第６表　引上げ分の地方消費税交付金の使途について

850,000 千円

350,000 千円

350,000 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国県
支出金

市債 その他
地方消費税交
付金（社会保
障財源化分）

その他

障害者福祉事業 1,342,663 899,155 25,800 417,708

高齢者福祉事業 375,374 120 291,400 38,400 45,454

児童福祉事業 587,245 173,369 42,814 120,800 250,262

生活保護扶助関連事業 567,234 425,613 26,400 115,221

小 計 2,872,516 1,498,257 291,400 42,814 211,400 828,645

介護保険事業特別会計繰出金 800,706 6,246 60,400 734,060

国民健康保険事業特別会計繰出金 394,870 146,116 55,400 193,354

後期高齢者医療特別会計繰出金 236,034 146,732 6,600 82,702

0

小 計 1,431,610 299,094 0 0 122,400 1,010,116

後期高齢者医療事業 630,468 1,500 628,968

保健衛生事業 143,814 491 22,120 14,700 106,503

0

0

小 計 774,282 491 0 22,120 16,200 735,471

5,078,408 1,797,842 291,400 64,934 350,000 2,574,232

　平成２６年４月からの消費税率改定に伴う地方消費税交付金の引上げ分については、社会保障４経費

その他社会保障施策（社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策をいう。）に要する経費に充てる

ものとされています。さぬき市における引上げ分の交付見込額とその使途については、次のとおりです。

（歳入）地方消費税交付金

        うち引上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）

（歳出）社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

事 業 名 等 経 費

財 源 内 訳

特定財源 一般財源

合 計

社会
福祉

社 会
保 険

保 健
衛 生
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